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　一　はじめに

　昭和6ユ年版犯罪白書はその特集で「犯罪被害の原因と対策」を取り上げ，犯

罪被害の防止と被害者の保護・救済の重要性を指摘しれ被害者研究の重要性

は「被害者学」の観点から我が国でも従来から指摘されていたが，その研究の

重点は上述の犯罪自書の特集においてもそうであるように，被害原因，被害者
　　　　　　　　　　（1）
特性の研究に置かれていた。しかしながら，我が国における被害者研究も，犯

罪被害給付制度の導入（昭和55年）の前後から国際的な関心の高揚に伴ってそ

の保護・救済を中心としたもの，さらには被害者の刑事法上の位置付けを論ず
　　　　　　　　　　　　　　（2）
るものへとその重点を移しつつある。

　ところが，刑事制度を犯罪（者）と刑罰に関わる問題を中心として扱ってき

た立場からは，刑事制度を被害者の側から考察しようとする見解に対して様々

な疑問が提示される。特に，刑事手続における被害者尊重の要請が従来国家対

市民（被疑者・被告人）の関係で捉えられてきた刑事司法の枠組を相対化し，

人権保護に欠ける結論をもたらすとか，被害感情が刑事司法の場に持ち込まれ

れば，警察力の強化や重罰化に結び付くおそれがある等の根本的な疑問は重要
　（3）
である。これらの疑問に対しては，近代刑事司法の到達点である被疑者・被告
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人の人権保障を損なうことなく被害者の保護を図る可能性を模索することによっ

て，何らかの解答を用意することが必要になるであろう。そのためには被害者

が刑事制度の中でいかなる法的地位を認められるべきかという問題設定が必要

である。

　そこで本稿では，被害者の保護・救済の問題を現在国際的にも注目を浴びて

いる「被害者の権利」という捉え方で扱おうとするフランスの議論の一端を明

らかにし，若干の検討を試みることとする。従来の比較法的研究においては，

フランスの議論の現況はあまり紹介されることがなかったが，フランスにおけ

る新しい被害者政策とそれに関する議論は犯罪被害の公的補償，被害者の刑事

手続上の地位の再検討，非犯罪化・非刑罰化への被害者の関与，被害予防のた

めの活動等多様な論点にわたって展開されている。これらについての詳細な検

討は資料的にも紙幅的にも本稿の能くし得ないところである。本稿ではフラン

スの議論の趨勢を知るための予備的作業として，主として刑事法関係の雑誌論

文を手がかりに検討を進めることとする。

　二　「被害者の権利」主張の背景

　フランスにおいても犯罪被害者の救済が刑事法上の関心を集めるようになっ

たのは1970年代の半ば以降のことであり，r被害者の権利」という議論が登場

したのもユ980年代になってからにすぎない。しかしながらこの問に出された犯

罪被害者に関する論稿は筆者が参照」し得たものだけでも20本近くに及び，犯罪

被害者に対する関心の高さが窺われる。そこで，先ず被害者の問題が高い関心

を呼ぶに至った背景について若千の検討を試みることとす乱

　1　被害者学の発展

　犯罪被害者についての実証的研究を試みた被害者学は，犯罪者　被害者関係

（coup1e　p6na1）という概念で被害者の犯罪実現に対する寄与を論じ，被害者

が必ずしも犯罪実現に責任のない存在ではないことを明らかにした。このよう

な犯罪原因としての被害者の捉え方は，犯罪被害者に対する疑念を呼び起こす

ことによって被害者の救済という観点には逆行する認識をもたらしたとも言い
（4）

得る。

　しかし同時に，被害者学の提供した被害者についての実証的な認識は，社会

的弱者が被害者になりやすいことも明らかにし，被害者学の問題関心は被害予
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　　　　　　　　　　　　　　　（5）
防，被害者保護へと拡大していった。しかしながら，フランスにおける被害者

学は他の諸国に比べて大きな影響力を持つには至らなかった。その理由の一端

は次に述べる私訴権の問題がフランスにおける被害者に関する議論の端緒となっ
　　　　　　　　　　　　（6）
ていたことにも求められよう。

　2　私訴権の刑事法上の意義の再認識

　私訴権は，フランス法が犯罪によって被害を受けた者に伝統的に認めてきた

権利であり，被害者はこの権利を行使して刑事裁判所，民事裁判所のいずれか

において賠償請求を行うことができた。この権利は，伝統的には民事上の賠償

請求権に過ぎないものと解されてきたが，すでに1960年代から被害者が刑事裁

判所で私訴権を行使する場合には，被害者に訴追権と刑事手続の当事者として

の資格が認められることになり，刑事法上の特殊な性格を有することが指摘さ
　　（7）
れていた。フランスの私訴制度は犯罪によって直接被害を被った者に広く訴追

権さえも認め，刑事手続を通して迅速に，且つ検察官と共同で行う効率的な立

証活動によって容易に犯罪者から賠償を獲得することを可能にし，刑事裁判に

被害者の意思を反映させることを可能にするという点で比較法的にみても被害

者にとっては有利な制度であったということができる。このような私訴制度の

存在は，被害者救済のための手続的な枠組がすでに実定法の中に用意されてい

ることを意味する。

　従って後述のように，フランスの被害者救済のための立法改革は私訴権の再

活性化を一つの柱として進行し，学界の側の議論も当初から被害者の手続的権

利について配慮している。これもフランスの被害者をめぐる刑事政策の動向の
　　　　　　　（8）
一つの特徴である。

　3　新社会防衛論からの主張

　犯罪者の再社会化と刑罰の人道化を主張して実践的な提言を行ったアンセル

（Marc　Ance1）を中心とする新社会防衛論の運動は第2次世界大戦後のフラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
スの刑事司法改革に多大な影響を与えた。フランスの刑事政策に対する新社会

防衛論の影響力の大きさを考慮すれば，新社会防衛論の立場から被害者の問題

がどのように扱われるのかを知っておく必要はあろう。そこで1977年にフラン

スで被害者に対する国家補償制度が導入された直後に現れたアンセルの論文を

手がかりに新社会防衛論の被害者間題に対する姿勢を探ってみることとする。

アンセルは被害者学の進展が被害者に対する認識を深めさせるのに寄与したこ
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とを指摘した上で新社会防衛論の立場から被害者の問題について次のように指
　　　（10）
捕している。

　伝統的な刑事司法の枠組は，処罰が社会と被害者の保護に有効であるという

フィクションに基づいて犯罪者の処罰の問題のみに専心することによって被害

者の賠償獲得を民事の問題に追いやり，被害者にとって非現実的で不効率なも

のになっている。刑事政策の人道化をめざす新社会防衛論からは被害者の保護

のための研究と方策を考慮しなければならない。被害者研究に関しては，犯罪

実現への寄与という面から犯罪者人格の研究と同列に被害者人格の研究を行う

べきではなく，むしろ被害者となる誘引の拡大した現代社会における被害者化

の予防のための研究が行われるべきである。被害者の補償に関しては犯罪者か

らの民事賠償に頼る伝統的なシステムの不十分さから，保険の活用，賠償を執

行猶予等の条件とすること，罰金を補償の財源とすること，公的機関による直

接の補償等が提言されてきた。新社会防衛論の立場からは犯罪が公的秩序の保

護を担う国家機関の活動の不十分さを示し，被害を受けた個人は犯罪を生み出

す社会の犠牲者に他ならないことに鑑みて公的機関による補償を第一義的なも

のと考えるべきである。犯罪者の賠償義務は犯罪者の社会再挿入（rξinSertion

SOCia1e）に矛盾しない範囲で有効に利用されるべきである。被害者の補償の

問題は犯罪者の責任のみを基礎として考慮されるべきではなく，犯罪被害者だ

けでなく全ての被害者が正当に被害の回復を受ける権利を有することを基礎と

して考えられなければならない。その意味では犯罪被害者以外の被害者も視野

にいれる必要がある。

　以上が被害者の問題に対するアンセルの主張の概略である。アンセルのこの

論稿は比較的早い時期に被害者保護の必要性を説いており，後の議論をリード

する役割を果たしたものと言えよう。

　4　犯罪の増加と市民の不安感の増大

　現代フランスの刑事政策をめぐる問題は，犯罪の顕著な増加とそれに対する

市民の反応を抜きにして論ずることはできない。急激な犯罪の増加という事情

は欧米各国に共通する問題であるが，フランスにおいてはとりわけユ970年代以

降犯罪増加に対する市民の不安感の増大が大きな政治的・社会的問題としてク

ローズアップされ，刑事政策に対する不信と市民の自衛組織の結成に至るよう

な過乗1」とも思われる反応を呼び起こすと同時に，それ以前の新社会防衛論の主
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張の線にそった刑事政策の再検討を迫る契機ともなったのである。犯罪の増加

はとりわけ暴力犯罪に関するマスコミのセンセーショナルな報道も相まって

r明日はわが身」という市民の不安感をかきたてた。しかしながら，実際の統

計上の数値から見れば，暴力犯罪の増加とそれに対する不安はマスコミによっ

て増幅されたものに過ぎず，それほど実体のあるものではないとの指摘もなさ
　　（u）
れている。

　ともあれ犯罪の増加と市民の不安感の増大は被害者の問題に対しても少なか

らず影響を与えた要因となっている。なぜなら，暴力犯罪の増加に対する不安

がマスコミの過剰な宣伝に起因するものであったとしても，犯罪の増加は同時

に市民が犯罪の被害者になる可能性が増大したことを意味し，被害者保護，さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工2）
らには被害予防へと関心が高まる背景になっているからである。実際，次に述

べるように1970年代後半からフランスの刑事政策が犯罪の増加と市民の不安感

への対策をめぐって鋭い対立を見せながら転換する中でも，被害者保護の問題

は一貫して最重要課題の位置を占め続けていたのであ孔

　5　刑事政策の転換

　ユ970年代後半以降のフランス政府の刑事政策は，前述の犯罪増加と市民の不

安感の増大への対処をめぐって政権交替に応じた全く対極的な二つの方向を示

している。一方は市民の不安感を鎮静化するために処罰を重視し，訴訟促進に

よって刑事司法の効率化を図ろうとする方向であり，他方は犯罪の増加という

深刻な事態に直面しながらも，新社会防衛論の主張に沿って刑事司法の人道化

と犯罪者の社会復帰を重視しようとする方向である。前者の立場は保守政権下

の1978年からユ98ユ年にかけて司法大臣ペルフイット（A1ain　Peyrefitte）の強

力な指導力の下で展開され，後者の立場は1978年以前の刑事政策を引き継ぐも

のとして社会党政権下の王981年から1986年にかけて司法大臣ハダンテール
　　　　　　　　　　　　　　　　（工3〕
（Robert　Badinter）によって推進された。このような刑事政策の転換の中で，

被害者保護の強化は，言わば両者の立場の共通項としての位置を占め続けた。

それは刑事政策の転換が直接的には政権交替を契機としているものの，政策の

転換を促す背景に前述した犯罪の増加と市民の不安感の増大があったためであ

ろう。

　しかしながら，被害者保護のための方策については両者の現実的な政策はや

や力点が異なっているように思われる。ペルフイットの刑事政策の到達点であ
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る1981年2月2日の「安全と自由」法では後述のように私訴手続の簡素化，賠

償の促進，国家補償制度の拡充が行われたが，一その改革は立法上の規定の整備

に留まっていた。これに対して，ハダンテールの被害者保護政策は，立法上の

改革だけでなく，司法省に被害者に関する部局を創設して被害予防のための地

域活動の強化，被害者のための情報提供等の行政サービスを行うなど多様な方

向にわたっている。このハダンテールの被害者保護政策の登場によって，フラ

ンス刑事法における被害者の問題は，まさに「被害者の権利」として論ずるに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
ふさわしい制度的・政策的な裏づけを得た，と言うことができよう。

　三立法改章の進行

　被害者の保護を強化する立法改革は1970年代から始まっている。すなわち

ユ975年3月7日のデクレは受刑者の作業賞与金のうち10パーセントを被害者に

対する賠償に当てることを認め，部分的にではあるが被害者（私訴原告人）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
権利の実質化のための改革を始めたのである。このデクレ以降被害者保護のた

めの立法改革は，国家補償の導入・拡充と私訴権の実質化，被害者への賠償の
　　　　　　　　　（1o）
促進を柱として進行する。以下では，被害者保護のための立法改革の流れを主

要な3つの法令の概略を中心に紹介することとする。

　ユ　1977年法

　フランスの被害者保護立法は，国家補償制度の導入によって新たな段階を迎

えた。国家補償制度の立法化の試みは，1975年に元老院議員シャゼル（Renξ

ChazeHe）が罰金を財源とする補償制度の導入を提案したことから始まった。

司法省側はこの提案を受け入れず，ユ976年4月に新たな法案を作成して議会に

提出した。司法省の法案は最終的には国民議会，元老院で全会一致で可決され，

1977年1月3日の法律となった。この法律は刑事訴訟法典（C．P．P．）の特別手

続規定の中に，新たに706－3条から706－3条までの規定を新設することによっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
て，国庫を財源とする補償制度を採用した。この法律による国家補償は，①犯
　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
罪の自然的性質（CaraCtさre　ma㎏rie1）を備える故意または過失の犯罪行為に

よって生命，身体に重大な損害を被り，その結果経済的に困窮した被害者に対

し，②他に損害の補填を受ける手段がないことを条件として（706－3条），③

各控訴院に設置され民事裁判所の性質を有する特別な委員会の認定を経て

（706－4条以下）支給されることになっていれ委員会によって認定された補
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償金は，刑事司法予算の中から支払うこととされ（706－9条），補償額は，1977

年3月3日のデクレによって最大150，000フランと定められた。また，補償金

を支払った国家は，賠償義務を負う者（犯罪者，民事上の賠償義務者）に対し

て求償権を有することとされ，求償権は国家が私訴原告人となることによって

行使されることになった（706一ユ条）。この法律による補償制度の特徴は，被

害をもたらした犯罪について罪種の制限を設けないこと，私訴，保険等の制度

の存在を前提として補償の補充性を規定していること，認定機関が司法機関で

あることである。

　この法律は，犯罪被害者に対して憲法の定める公的災厄に対する国民の連帯

の思想に基づく新たな公的義務を認めたものとして一定の評価を受けた。しか

しながら，制定時から被害者に要求される条件が厳しすぎること，補償額が十

分でないこと，手続が複雑すぎること，暴力犯罪の被害者が広く問題となって

いるにもかかわらず，財産的被害の補償を含まず，極めて部分的な解決しかも
　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
たらし得ないこと等の批判がなされていた。実際にもこの法律によって補償を受

けた被害者の数は1977年から1981年の間に410人に過ぎず，制度の利用率が極めて
　　　　　　　　　　　　（20）
低かったことが指摘されている。結局，且977年法は一定の先駆的な意義を持ち

得たに過ぎず，被害者保護の実効を挙げることはできなかったようであ私

　2　I98ユ年法

　「安全と自由」法と呼ばれる198エ年2月2日の法律は，ペルフイットの刑事

政策の到達点を示すものであり，特に暴力犯罪等に対する処罰を強化し，迅速

な手続のために捜査権限を拡大する諸規定について法曹界全体から激しい反対

運動を受けた。しかしながら，この法律は処罰強化と手続の促進と並んで，第

三部として被害者保護に関する規定を設けて市民の不安感に対応した被害者保
　　　　　　　　　　　　　（2i）
讃の強化を目指していたのである。この法律は，被害者保護のために刑事訴訟

法典の改正として私訴制度の改変と国家補償の拡充等の被害者の損害補償の実

質化を図る諸規定を置いており，1977年法に比べて多角的な対応を示している。

　私訴制度の改変は私訴権者の拡大と私訴申立ての簡略化の二つを柱としてい

る。私訴権者の拡大は，被害者援助を目的とする団体に私訴原告人の資格を認

め，刑事手続における被害者の権利主張を容易にする目的で子供の虐待に反対

する団体（C．P．P．2－3条），レジスタンスの名誉と利益を守る団体，人道に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
対する犯罪と闘う団体（C．P．P．2－4条）について行われた。私訴申立ての簡
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略化は，一定の軽罪について書留状の送付による私訴申立てを認める規定の新

設によって行われた（C．P．P．420－1条）。この書留状による私訴申立ての手続

は，被害者の手続的負担を軽減し，刑事手続を通じて被害者が簡便に賠償を受

けることを可能ならしめるために導入されたものである。この他，私訴に関し

ては，私訴原告人の費用負担を軽減し，証人と同等に出頭のための費用の償還

を許す規定（C．P．P1216条5項，375条2項，375－1条，422条2項，475－1

条）が新設された。

　被害者の損害補償の実質化のためには，軽罪・違警罪について公判前に被害

者に対する賠償の全部または一部の支払を刑の減軽事由とすることを認める規
　　　　　　　　　（23）
定（C．P．P．467－1条），および国家補償を盗罪，詐欺，背信罪による財産的

損害にまで拡大する規定（C．P．P．706－14条）が置かれた。

　このr安全と自由」法による被害者保護規定の特徴は，被害者の刑事手続上

の権利としての私訴権の拡大と財産的損害に対する国家賠償にある。しかしな

がら，特に後者は着想としては高く評価されながらも，補償を受ける被害者に

要求される経済的困窮の条件が厳しすぎ，補償額も十分でなかったため，制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
に対する信頼を失わしめたという手厳しい批判を受けるに至っている。

　3　1983年法

　1981年6月に社会党政権の誕生によって司法大臣となったハダンテールは，

刑事政策全体について前司法大臣ペルフイットの政策を根本的に洗い直す作業

に着手し，その一環としてミリエ（Mi1hez）を長とする委員会に従来の実効

性に欠ける被害者保護制度に替わる新しい提言の作成を求めた。この委員会は
　　　　　　　　　　　　　　　　　（25〕
1982年6月に報告書を司法省に提出した。委員会の報告を受けて司法省はr犯

罪被害者の保護の強化」を表題とする法律案を議会に提出し，この法律案は
　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
1983年7月8日の法律として成立した。

　この法律は，被害者が刑事裁判所の手続を利用し得る機会を増大させ，被害

者に対する補償を迅速，確実なものとするため，次のような改革を行った。先

ず，刑法典の改正として新たに404－1条が付け加えられ，被害者に対する賠

償を免れるために支払不能状態を作出することが軽罪として処罰されることに

なった。刑事訴訟法典の改正としては，①私訴権を行使する被害者の救済を容

易にする規定②国家補償の条件を緩和し，補償の利用可能性を高める規定が置

かれた。
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　私訴に関する改正としては，迅速な救済を確保するため，被害者が刑事裁判

所で私訴権を行使する場合にも民事裁判所の急速審理（r6f6r6）の手続を利用

して仮処分を受けられることとし（c．p，p，5－1条），自ら公訴権を始動させ

た私訴原告人に要求される訴訟費用供託の義務を緩和し（c．p，p．88条），予審

半1」事の課し得る司法統制処分の中に被害者の権利保全のための義務の賦課を加

え（c．p．p．138条），賠償判決の確実な執行を確保するために被告人，私訴原告

人双方の保険者の訴訟参加を認め（c．p．p．385－1条，388－1～388－3条），

書留状による簡便な私訴申立てについて事物管轄を拡大し（c．p，p．420一ユ条），

従来は重罪院にのみ認められていた無罪判決を言い渡しつつも賠償判決を命ず

る権限を軽罪裁判所，違警罪裁判所にも拡大する（c．p．p．470一ユ条，541条2

項）等の規定が置かれた。

　国家補償に関しては，従来被害者に要求されていた経済的困窮の要件を緩和

し，精神的障害による生活条件の悪化をも補償の対象とすることとし（c1p．p1

706－3条ユ項2号，3号），補償認定機関となる委員会を増設して各大審裁判

所毎に設置することとし（c．p．p，706－4条），請求期間の経過による補償詰求

権失権の回復事由を拡大した（c．p．p．706－5条）。また，補償額の上限もこの

法律の施行前の1983年2月17日のデクレによって250，000フランに引き上げら
（27）

れた。

　1983年法は，ユ981年のr安全と自由」法よりもさらに広範な被害者保護規定

を用意しており，特に被害者の損害の迅速，確実な補填という点ではかなり徹

底した改革となっている。しかしながら，この立法に対しては，被害者の迅速

な救済に有利だとしても民事の仮処分の利用を認めたことは被告人の無罪の推
　　　　　　　　　　　　　　（28）
走を脅かす可能性があるという批判があり，被害者保護の実効性に関しても国

家補償が被害者の損害を完全に補償するものでないこと，すでにミリエ委員会

報告でも提言されていた被害者援助サービスを実定法化しなかったこと等につ
　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
いて不徹底を批半1」する見解が現れている）。

　4　小括

　以上の3つの法律の改革の特徴は，あくまでも私訴制度の存在を前提としな

がら被害者保護を拡充しようとしている点に求められる。すなわちフランスの

刑事立法は，被害者の救済を犯罪者から被害者への賠償を原則として維持し，

それが不十分な場合にのみ国家賠償による救済を予定しているのである。被害
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者保護のための立法改革の中では，被害者の刑事手続上の権利としての私訴権

は，被害者の訴追意思を刑事手続に反映させる制度としてではなく，賠償獲得

の手段として位置付けられているのである。この観点からは，ユ983年法が民事

の仮処分の利用を可能にし，保険者の訴訟参加を認めることによって私訴原告

人の迅速，確実な救済を可能にしたことは，賠償詰求権としての私訴権の実質

化を図るものとして注目される。

　なお，国家補償制度の拡充は，1983年法以降も行われており，工985年に補償
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
の対象となる被害が強姦，強制濃嚢の場合にまで拡大され，1986年にはテロ犯

罪の被害者について新たな補償制度が立法化されている（C．P．P．706一ユ6条～706
　　（31）
上25条）。これらの国家補償制度は，いずれも私訴，保険等の他の手段で損害

の回復を得ることのできない被害者について国家が補充的にかつ部分的に補償

を行おうとするものであって，国家の第一義的な責任に基づく損害の完全補償

を目指すものではない。しかしながら，社会の連帯を基礎として被害者の保護

に対する国家の義務を承認し，補償制度の拡充，実質化を図ろうとするフラン

スの立法動向は我が国の補償制度の現況に鑑みても十分示唆的である。

　四　「被害者の権利」の諸相

　上述のような被害者に対する関心の高まりと被害者保護のための立法の転換

は，r被害者の権利」という問題視角から被害者の問題を刑事法の課題として
　　　　　　　　　　　（32）
論ずるための素地を提供した。このr被害者の権利」という新しい視角からは，

従来の刑事制度は現実的には犯罪被害者の問題を刑事法の坪外に置く不当なも

のとして批判され，被害者の権利を承認した上で刑事制度全体を再検討すべき
　　　　　　　（33）
ことが主張される。以下では，r被害者の権利」という視座を設定することに

よって冊1j事法の枠組がどのように再構成され，その中で被害者の権利がいかな

る内実を伴うものとして措定されているのかを検討することとする。

　1　r被害者の権利」と刑事制度の枠組

　被害者を刑事法上の権利主体として位置付けようとする試みは，被害者を視

野に入れることによって，刑事制度を国家・犯罪者・被害者の三面的な関係を

規律するものとして把握することを可能にする。例えは，テルマス　マルチ

（Mirei11e　Demas＿Marty）教授は，比較法的検討のための指標として冊1曄制

度の四つのモデルを提示している。それは，①被害者の利益と社会の利益を区
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別せず，被害者への賠償で社会の利益も確保されるとする賠償的刑事制度

（p6na1compensa七〇ire），②社会の刑罰権と被害者の私訴権（賠償請求権）を

区別する応報的刑事制度（p6na1r6tributif），③刑罰によって社会と犯罪者を

結びつけ，公的補償によって社会と被害者を結びつける連帯的刑事制度（pξna1

SOhdariSte），④国家的刑事システムの代替物としての性格を持つ被害者によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（宮4）
る非刑罰化（d6pξnahsa七ion　par1a　victime）である。このモデルから見れば，

近代刑事司法制度は国家刑罰権を確立し，刑罰の問題と被害者の賠償の問題を

峻別した応報的刑事制度と特徴づけられる。これに対して，被害者の保護を強

化する最近の西欧諸国の立法改革は，この応報的刑事制度を基調としながらも，

賠償的刑事制度，連帯的刑事制度，被害者による非刑罰化の要素を取り入れて

いるものと評価されるのである。

　しかしながら，このように多角的に被害者の権利を強化しようとする刑事制

度の枠組は，すでにアンセルが指摘していたように，犯罪者の権利保障に抵触
　　　　　　　　　　　　（35）
するものとは捉えられていない。逆に，刑事制度全体にわたって被害者の権利

という視角を提示しながらも，有罪・無罪を明らかにする場としての刑事裁判
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
自体の性格は変更すべきでないことが主張され，被疑者・被告人，あるいは受

刑者の権利保障と被害者の権利保障の調和を図る刑事司法制度が想定されてい

るのである。

　2　刑事手続へのアクセス保障

　被害者の権利の具体例として，先ず第一に挙げられるのは，被害者の手続的

権利であり，フランス法の下では私訴権が刑事手続上の被害者の権利として考

察の対象になっている。前述のように，被害者（私訴原告人）は，刑事裁判所

で訴追を行い，刑事手続の当事者となり，弁護士の援助を得て検察官と共に訴

訟活動を行い，刑事手続を通じて賠償請求を行うことができた。このような私

訴制度自体は，治罪法典時代から存在し，制度としては完全に定着していたと

言えよう。しかしながら，従来の制度の枠組を被害者の側から再構成しようと

する新しい被害者の権利の視角からは，この制度も複雑で素人には理解しにく

い上に，手続的負担も大きく，実際的には被害者に刑事手続へのアクセスを保
　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
陣するものではなかったと評価されている。そこで，上述の立法改革でも取り

入れられた私訴申立ての簡素化のような制度的な改革の他に，手続的権利につ

いて情報提供，司法機関の側の被害者受け入れサービスの充実，援助団体によ
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る手続参加の促進などが提言され，部分的にはこれらの提言の内容が実行に移
　　　　（38）
されている。

　また，従来の私訴制度において被害者が刑事手続に参加する権利だけでなく

訴追権をも有していた点については，濫訴を抑制するために訴追権を例外的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
権利と見なし，制限的に認めよ．うとする見解と被害者の権利を手続に参加する
　　　　　　　　　　　　　　　　（40）
権利に限定し，訴追権を否定する見解がある。結局，これらの見解においては

被害者の手続的権利の意義は，被害者が刑事手続の進行に立ち会い，事実を明

らかにすることに寄与し，自らの利害について主張する機会を持つことに求め
　　　　　　（4工）
られるのである。

　3　犯罪者からの賠償の促進

　私訴制度は，被害者を刑事手続の当事者にした上で，刑事手続を通して損害

賠償を獲得することを可能にしていたが，被害者に対する賠償判決は，犯罪者

が賠償支払の努力をしないこと等によってしばしば被害者の損害の回復のため

には無力なものとな乱そこで，立法改革の過程でも，賠償を刑罰緩和の条件

とすること等の多様な手段によって賠償の促進を図る試みが行われてきたので

ある。これらの立法改革のうち，賠償を免れるための無資力状態の作出を犯罪

化することや保険者の参加については，それ程賠償の促進に有効ではないとの
　　　　　（42～
指摘もあるが，被害者に対する賠償を刑罰の緩和のための条件とすること等の

和解的な試みは，犯罪者の社会復帰にも有益であり，被害者の利益にも合致す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
るものとして，被害者の権利を説く立場からも一定の評価を受けている。

　しかしながら，犯罪者による賠償を被害者の損害回復の原則とすることは，

資力による差別が生ずるおそれがあること，犯罪者に無資力であったり，不明

である場合には被害者が損害の回復を得ることが不可能になること等の様々な

問題がある。そこで，被害者の賠償獲得の権利と犯罪者の社会復帰の権利が対

抗関係を生ずることを懸念して，犯罪者の賠償義務を犯罪者に対する負担が過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
重にならない限度で活用すべきであるという主張がなされ，同時に，国家補償

制度の充実による被害者の救済が広く主張されることになるのである。

　4　犯罪被害の国家補償

　犯罪被害の国家補償については，上述の犯罪者による賠償には被害者の損害

の回復に十分な実効性が期待できないところからその必要性が広く認識されて

いる。しかしながら，その根拠，位置付け，財政的負担等については様々な間
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　　　　　　　　（45）
題が提起されており，1977年以降の立法改革で拡充・強化されてきた国家補償

制度に対する評価も一様ではない。しかしながら，被害者の権利の視角からは，

現行の国家補償制度が犯罪者からの賠償を前提とした二次的なものに過ぎず，

補償額も被害者の損害の完全な回復を保障するものではないことが批判の対象

となっている。

　先ず，被害者が補償を受ける権利を刑事手続への参加の権利と切り離して論

じようとするフーラン（Fernand　Boulan）は，法人の被害者を除外し，既に

補償制度や保険制度が存在する交通事故，労働事故については既存の制度を活

用することを前提として，補償のための組織が存在しない全ての犯罪について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）
完全，迅速に補償を行う公的基金の設立を主張している。彼によれば，被害者

が加入する任意の保険（盗難保険等）や既存の補償制度の存在を前提とすれば，

完全補償を可能にする補償制度の財政的負担も憂慮すべきほどにはならず，国

家による完全賠償は刑事手続の民事化を防ぐ点でも意味があるとされている。

　また，補償を憲法の要請と捉えるトートビーユ（Anne　d‘Hau七evi11e）も，

現行の補償制度は，補償を受けるための条件，補償額ともに制限的に過ぎると
　　　　　　　　　　　　（〃）
して完全補償を主張している。彼女は，第一義的な損害回復の義務は犯罪者等

にあるとしながらも，国家補償は社会扶助的なものではなく，犯罪という社会

の危険を負担すべき義務に基づくものだとして，補償制度の根拠を憲法前文の

「公の災厄（ca1amit色s　pub1iques）による負担に対する全てのフランス人の平
　　　　　　　　　　（48）
等と連帯」に求めてい乱

　この両者の見解は，根拠こそ違え，完全補償を主張する点では一致しており，

国家補償をさらに充実させるようとするフランス法の趨勢と合わせて考えれば，

非常に興味深い。

　5　被害者化の防止

　上に述べた刑事手続へのアクセス，賠償，国家補償がいずれも被害者の事後

的な救済に関わる問題であるのに対し，被害者化の防止という観点から問題提

起を行う見解も現れている。すなわち，スタンシュウ（V．V．Stanciu）は，犯

罪の増加に直面した現代の社会においては，国家の犯罪防止の義務が十分に果

たされないことによって，国民の自由が危機にさらされ，被害者化がもたらさ

れているとして，被害者化を防止するためには，法によって認められた正当防

衛の権利を積極的に行使することとともに，被害の暗教化が犯罪を助長し，被
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害者化を増幅するという認識に基づいて，被害の再発防止のためには，告訴を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）
確実に行えるように被害者に援助を与えることが必要であると主張している。

　また，被害者化の防止のためには，被害者化を招くコンフリクトの改善，潜

在的被害者に対する援助，紛争の司法外の和解を試みること等の多様な活動の

必要性が指摘されており，これらの被害予防活動は公的機関ばかりでなく私的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）
な団体の援助によって行うべきことが主張されてい乱これらの被害者化の予

防という観点に立つ主張は，制度上の被害者救済にとどまらず，潜在的な被害

者の保護も視野に入れた提言を行うものとして注目に値する。

　五　おわりに

　以上述べてきたように，フランス刑事法における被害者の権利という問題設

定には，犯罪の増加と市民の不安感の増大という社会的背景とそれに対応した

立法，政策の転換に対応して登場したこと，フランス刑事法にはもともと被害

者が刑事手続に参加し得る私訴制度が存在したこと等我が国には見られない特

徴が存在する。また，被害者の権利という視角自体も，特に被疑者・被告人，

あるいは受刑者の権利との調整という点ではなお問題を残しているように思わ

れる。しかしながら，我が国の問題状況と比較してみた場合にはフランスの制

度の展開や議論の状況に学ぶべき点は多いてある㌔本格的な検討は後日に期

すこととし，ここでは若干の問題点を指摘して結論に代えることとする。

　先ず第一に，フランスの制度のように被害者が刑事裁判の中で自らの権利主

張の機会を与えられ，賠償，あるいは補償によって損害の回復を得られるとす

れば，被害者が応報感情を満足できずに刑事司法に対する不信感を募らせると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）
いった事態も少なくなるのではないかという問題が挙げられる。その意味で，

現在の量刑が被害者のことを考えれば軽さに失するという指摘，あるいは被害

者の権利という視点が重罰化を招くという考え方は短絡的に過ぎるように思わ

れる。

　第二に，新社会防衛論の主張を背景として賠償促進の手段を多様化するフラ

ンスと比較すれば，賠償促進の方策が，インフォーマルなものを除けば我が国

では殆ど採られていないことも再検討に値するように思われる。特に行刑理念

として犯罪者の社会復帰を掲げる以上は，受刑者の賠償能力を向上させ，受刑

者からの賠償を促す制度的な枠組が必要ではなかろうか。
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　最後に，フランスにおいては，被害者が社会的にも経済的にも弱い立場にあ

ることを考慮して，被害者化の予防，刑事司法への参加，事後的な救済（賠償・

補償等）の多様な段階で公私にわたる被害者の援助の必要性が認識されている

ことにも注目すべきであろう。なぜなら，それは刑事制度の中で被害者を権利

主体として承認した上でさらに現実的な権利保障を模索するものだからである。
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